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　我 が 国の 漁船 の 動 力 化 は，明治 31年遠洋漁業奨励法

が施行 さ れ て，優秀 な漁 船 や機 関 に 対 して政 府 か ら補助

金 が交付される こ とが き っ か け とな っ た。そ れ以降，漁

業 の発達 と漁船機関 の 発達 は表裏
・
体 とな っ て，沿岸か

ら沖合 。遠洋 へ と漁業 の 外延的拡大を促す基 とな っ た。

漁船 の 動 力化 は，多人数 に よ る 労働集約的 な 操業形態 か

ら，機械力 を利 用 し た漁 業 へ の 転 換 を促 した。

　漁 船 に とっ て機 関 の 役 割 は，船 舶 の 推 進 の み な らず ，

漁 労 機械 へ の 動 力供 給 ，冷 凍 設 備 や 船 内 へ の 電 力供 給 な

ど ，漁船 の活動の 源 で あ る。漁 船機 関 に は，船 外機 （ガ

ソ リ ン 機関） も 含 ま れ る が，漁業生 産 の 主 体 を 担 っ て い
　　　　　　　　　　　　　　　　　ま
る の は 4 サ イ ク ル ・ デ ィ

ーゼ ル 機関を搭載 した 漁船 で

あ る 。

　漁船用 デ ィ
ーゼ ル 機関 は，機関回転数 を基準 に低速 ，

中速 （450〜1500rpm ），高速 機関 と区 別 さ れ る 。 船 規

模等 に よ り搭載 され る推進用 機関の 特徴 は異 な り，沿 岸

小型漁船 に は高速機関 が搭載され，沖合底曳や 旋網等の

中型 漁船 に は 中速機関 が，また遠洋の ま ぐろ延縄漁船や

イ カ釣 り漁船 で は低 速 機関 が搭載 され る。一
般 に 20 ト

ソ 未 満の 小 型 漁 船で は，冷凍 機や 集魚灯電 力の 大 き い 船

を除 けば ，独 立 した 発 電 用 機 関 （補 機 関 ） を装 備 す る こ

とは無 く，推 進機関 （主 機 関 ） よ り動 力 を取 り出 し発 電

機 を 駆動 し て い る。そ れ 以 上 の 大型漁船 で は ，主 機関の

他 に 発電用の 補機関 が搭載 さ れ る。

　 こ れまで 我 が 国で は，漁業管理の 方策 として ，漁船の

トン 数 と推進機関等 を規制 す る漁獲努力量管理 が 行わ れ

て き た 。 こ れ を実 効 あ る もの とす るた め，漁船法 に お け

る推進機関 の 馬力数 （以 下 漁船法馬 力数）が ，1950 年

の 漁船法制定以来，推進機関の 出力の 公称値 として 使用

され て きた。こ の た め漁船 は，その トソ 数階層 に 応じて

搭載 で き る推進用 機関 の 漁船法 馬 力数 （実馬 力 とは 無関

係 ） が 制限 され ，事実上 6 気 筒機関 の 場 合 で は ，3．9 ト

ン 以下 は 105　mm ，5．9 トン 以 ドは 117　mm とシ リン ダ

径の 上 限 が 設 け られ て き た。こ れ ま で こ の 制限の な か で

最大限 の 性能 を発揮 す る よ うに 漁船機関 の 開発 ・改良が

進 め られ た。1）

　沿岸小型漁船 も小形デ ィ
ーゼ ル 機関の 開発

。
普及 に よ

っ て 1960年代 に 急速 に 動力化 が進行 し た。漁 船 の 動 力

化 が 達成 され る と，次 に は 漁船の 高速化 に焦点が向け ら

れ た。1970年代か らは，沿岸漁船の FRP 船の 普及 と相

ま っ て，機関 は 小 型 ・ 軽 量 ・ 高出 力 化が 要請 さ れ た 。排

気 タ
ー

ボ 過 給 機の 開 発 ・装 備 等 に よ り，高速 機関の 高出

力化 が 図 ら れ た （図 1）。現在 で は 5 トン 船 に搭 載 さ れ

る主 機関馬力 は 400PS （20 年前は 200　PS） を越 え る。

小 型 船 の 船 速 の 推移 を 図 2 に 示 す。今 で は ，沿岸漁船

の 大部分は FRP 製で 漁船特有の 滑走船型を持ち，軽 い

船体 に 小 型 軽 量 大 出 力 の 主 機関を 搭載 し ，
20 ノ ッ ト以

．ヒの 高速 で 出 漁 す る の が 当た り前 と な っ て い る 。 し か

し，速力競争の 行き過ぎは，過大な 設備投資 と燃料消費

を 招き，経営の 面か らも速力の 適正化が求め られ る。

　漁船機関の 発達の ．ヒで ， 大 きな 転換点 とな っ た の が，
二 度 に 渡 る石 油 危機 で あ る。燃料費は 大幅に 高騰 し，漁

業経営を 圧迫 し，漁業経営 が 極 め て 厳 しい 状 況 に 追い 込

ま れ た。図 3 に A 重油価格 の 推移を示す。燃料節約 の

た め 漁船機関 の 低燃費化 が 大命題 と な っ た 。こ の こ と

は，漁船機関の 開発の 主 眼を 出力競争か ら省燃費競争へ

と大 き く転 換 さ せ る こ とに な っ た。図 4 に 漁船機関の

商 品 化 年 次 に対 す る燃 料 消 費 率 を示 す。1）石 油 危 機 以 来

進め られ た 低 燃 費機 関 の 開 発 が実 を 結 び，1975 年 以 降

続 々 と低燃費機種が 商品化 され た 。こ れ らの 機関は，燃
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図 1 　高速機関 の 高出 力化
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　　　　図 2　 小型船の 船速推移
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図 3 　A 重 油価格 の 推移
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図 6　漁 業 種 別燃 料 消 費 量 の 推 定
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図 4　 漁船機関の 燃料 消費率 の 推移

料噴射系や 燃焼 室 周 りの 改善，燃 焼 圧 の 上 昇，ロ ソ グ ス

トロ ー
ク 化，清 水 に よ る恒 高温 冷却 の 採 用 な どに よ り，

燃料消費率の 低減が 図 られ た 。 小型 高速機関で は，燃焼

室を 副 室式か ら冷却 損 失，摩擦損 失 の 少 な い 直噴式に変

更 して 燃費の 大幅な 改善を 促進 さ せ た。

　遠洋の ま ぐろ 延縄漁船や カ ッ オ
ー一
本釣 り漁船 で は，−

50℃ 以 下 で 凍結魚 を持 ち 帰 っ て い る 。 魚倉 の 超低温維

持 の た め の 冷凍機 の 電 力 消費は 大 き く，補機関 が高負荷

連続運転 され る。魚倉の 温度管理 は，魚価 に 密接 に 影響

す る こ とか ら，補機関は 高い 信頼性 ・耐久性 が不 可 欠で

あ り，勿論低燃費で あ る こ と も要求さ れ る。ま ぐろ の 凍

結保蔵温 度 は，1965 年以 降，超 低 温 化 が 進 行 し，こ れ

に 伴 っ て 補機関馬力が増大 した （図 5）。2〕
現在の ま ぐろ

漁船 で は ，凍結温度
一60℃，保蔵温 度

一50℃ が
一

般化

し て い る。

　 漁船 は，漁業 種 類 に よ っ て 漁 場 や漁 獲方 法 が異 な り，

装備 す る機関 の 規 模 や使用方法 も千 差 万 別 で あ る 。 代表

的 な漁 業 種 の漁 船 に つ い て，稼働モ デル か ら 推 定 され る

年間の 燃料消費量 を 図 6 に 示 す。3｝主機関 と補機関 の 利

用 状況 が概 ね理 解 で きる。

　操業 に 係 わ る 漁撈装置の 駆動 に 対 して も主 機関は 重要

な役割 を担 っ て い る 。 底曳網漁船の 底 曳ウ イソ チ は 主 機

関駆 動 の 油E ポン プか ら油 圧 が供 給 され，揚 網 時 に は 主

機関馬力の 50％ 以上 が ウ イン チ 駆動 に 費や さ れ る。ま

た，漁業種類 に よ っ て は必 須で あ るサ イ ドス ラ ス タの 駆

動 も電機関駆 動の 油 圧 ポ ン プが 対 応 して い る。

　今後 の 漁船機関 に 係 わ る 課題 と し て ，一
つ は さ ら な る

省 エ ネ ル ギー化 で あ る。その た め に は，漁船の 速 力，底

曳網 等 の 漁 具 規 模 ，集 魚 灯 出 力，魚 倉 容 積の 適 正 化 が 求

め られ る 。
二 つ 目に は ， 機関の 低 コ ス ト化 と保守管理 の

容 易 化 で あ る。漁 船市 場 が縮 小 す る中 で，機種 数 を 減 ら

す こ とや 漁業調整上 の 馬力数規制 の 緩和 も求 め ら れ よ

う。三 つ 目に は，機関部員の 労働環境の 改善で あ る。機

関の 運 転，監 視 を操舵室 か ら行い ， 狭 く騒が しい 機関室

で の 労働か ら機関部員は 解放 され る必 要 が あ る。 ま た ，

故 障 ・診 断等の 陸上 支援体制の 整備 も必 要 とな る 。
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